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特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う 

実施上の留意事項について 

 

 

特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保

育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成 27

年３月内閣府告示第49号）（以下「告示」という。）については、本日公布されたとこ

ろであるが、この実施に伴う留意事項は下記のとおりであるので、十分御了知の上、各都

道府県においては、貴管内の市町村に対して遅滞なく周知を図られたい。 

 

記 

 

第１ 公定価格の具体的な算定方法等 

（１）算定方法、加算の要件及び申請手続き等 

特定教育・保育等に要する費用の額（以下「公定価格」という。）の算定に関する

基準については、告示に定めるところであるが、具体的な算定方法、加算の要件及び

申請手続き等については、別紙１から別紙 10によること。 

 

（２）教育標準時間認定子どもに係る経過措置 

教育標準時間認定子どもに係る施設型給付費等の額については、子ども・子育て支

援法（平成 24年法律第 65 号）附則第９条第１項第１号及び同項第２号イ及びロ並び

 



 
に同項第３号イ及びロの規定により、国庫負担対象部分と地方単独費用部分に分かれ

るが、告示に定める別表第二等の額は、地方単独費用部分も含め、特定教育・保育に

通常用する費用の額としての標準価格を示しているものであり、国庫負担対象部分

は、この標準価格に1,000 分の725 を乗じて得た額としている。 

地方単独費用部分は地域の実情等を参酌して市町村が定めることとされているが、

新制度の円滑な実施には、給付額が適正に設定されることが重要であり、また、標準

価格は幼稚園等に求められる職員配置基準等を踏まえた必要な費用の実態に基づき、

人件費の地域間格差も踏まえて設定した標準的な給付水準であること等を踏まえ、各

市町村は、基本的に、この標準価格に基づき、各市町村において給付額を設定いただ

くようお願いしたいこと。 

なお、地方財政措置についても、標準価格を基に設定する予定としていることか

ら、こうしたことも十分に踏まえた対応とすること。 

 

（３）都道府県及び市町村が設置する特定教育・保育施設の公定価格 

別紙１から別紙４及び別紙10については、都道府県及び市町村以外の者が設置す

る特定教育・保育施設（以下「私立施設」という。）に適用されるものであり、都道

府県及び市町村が設置する特定教育・保育施設に係る公定価格については、私立施設

に適用される公定価格の基準や地域の実情等を踏まえて、施設の設置主体である都道

府県及び市町村が定めるものであること。 

 

第２ 月途中で利用を開始又は利用を終了した子ども等に係る公定価格の算定方法 

（１）月途中で利用を開始又は利用を終了した子どもに係る公定価格の算定方法 

公定価格については、告示に定めるところにより各月の額を算定することになる

が、月途中で利用を開始又は利用を終了した子どもに係る公定価格については、以下

の算式１又は算式２を用いて、日割りにより算定すること。 

 

算式１ 月途中で利用を開始した子どもに係る公定価格の算定方法 

告示により算定された各月の公定価格 

× その月の月途中の利用開始日からの開所日数（注１） ÷ 日数（注２） 

 

算式２ 月途中で利用を終了した子どもに係る公定価格の算定方法 

告示により算定された各月の公定価格（注１） 

× その月の月途中の利用終了日の前日までの開所日数（注１） ÷ 日数（注

２） 

 

（注１）特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が定める特定教育・保育又は特定

地域型保育の提供を行う日をいい、（注２）の「日数」を超える場合は「日数」と

する。 

（注２）教育標準時間認定子ども又は幼稚園から特別利用教育の提供を受ける保育認定子

どもの場合 20 日 

 



 
上記以外の子ども場合 25 日 

（注３）上記により算定して得た額に 10 円未満の端数がある場合は切り捨てる。 

 

（２）月途中で認定区分が変更した子どもに係る公定価格の算定方法 

施設型給付等の支給を受けていた子どもが、保護者の就労状況等の変化により、認

定区分が変更した場合については、変更した日の属する月の翌月（月初日に変更とな

った場合はその月）から適用する公定価格を変更すること。 

なお、当該取扱は、認定区分の変更前後において、同一の施設・事業所を利用する

場合に限るものであり、認定区分の変更と併せて利用する施設・事業所が異なる場合

については、変更前後の施設・事業所において、それぞれ（１）により算定するこ

と。 

 

第３ 施設型給付費等の支弁方法 

（１）施設・事業者からの請求 

施設型給付費等については、毎月、施設・事業者から施設型給付費等の法定代理受

領に係る請求書（私立保育所にあっては委託費に係る請求書）を徴して支弁するこ

と。 

なお、各施設の利用状況や加算の認定状況等を把握することにより、職権で支弁で

きる場合については、この請求を簡素化することができること。 

また、施設型給付費等については、当該施設・事業所を利用する子どもの実人員に

応じて支弁されるものであること。 

 

（２）支弁時期 

各月初日に利用する子どもに係る施設型給付費等については、当月分は遅くともそ

の月中に支弁すること。 

また、月途中で利用を開始又は利用を終了した子どもに係る施設型給付費等につい

ては、翌月の支給時（翌月初日に利用する子どもに係る施設型給付等の支給時）に併

せて支弁又は精算をすること。 
 

第４ 充足すべき職員数の算定方法について 

公定価格における充足すべき職員数については、別紙１から別紙 10 に規定すると

ころであるが、各加算等の認定に当たっては、基本分単価において充足すべき職員数

を満たしたうえで、それぞれの加算等において求める職員数を充足すること。また、

施設・事業所において地域子ども・子育て支援事業等を実施している場合は、それら

の事業等において求められる職員の配置を含めて充足状況を確認すること。 

また、常勤以外の職員を配置する場合については、下記の算式によって得た数値に

より充足状況を確認すること。 

 

算式 常勤以外の職員の１か月の勤務時間数の合計 

÷ 各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の勤務時間数  

 



 
＝ 常勤換算値 

 

第５ 虚偽等の場合の返還措置 

市町村長は、公定価格における充足すべき職員の配置状況や、各加算等の要件につ

いて、指導監督等を通じてその適合状況を把握すること。 

また、指導監督等の結果、施設・事業者が虚偽又は不正の手段により加算の認定等

を受けていることが認められた場合には、既に支給された加算等の全部又は一部の返

還措置を講じること。 

 

 


